
1-3-3 下水道事業会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員5.25人
（正規5.25人）

46 1,468 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額
1 高度処理施設の整備

歳出予算額
1,422百万円
【主なもの】
水処理施設建設工事
請負費
1,364百万円

1,422 歳出決算額　649百万円

・高度処理施設を整備し、
下水処理水に含まれる窒
素、りんを除去することに
より、閉鎖性水域である
東京湾の富栄養化を防止
し、海辺の水質改善を図
る。
・平成32年度までに、高度
処理人口普及率を44.7%
にする。（千葉県花見川終
末及び第二終末処理場
の高度処理施設整備を含
む）

（提供内容）
浄化センターにおける高
度処理施設の整備
・中央浄化センターの高
度処理施設の整備
（1/3系列、24,680㎥/日）
※平成27年度～平成32
年度事業

（提供先）
海辺の利用者

・南部浄化センター全体で
187,400㎥/日の施設が高度処
理として稼働中

・高度処理人口普及率の推移
　平成27年度末　38.9%
　平成28年度末　40.6%

高度処理施設の整備を計画的
に進めることにより、海辺の水
質改善を図ることができる。

「東京湾流域別下水道整備総
合計画（千葉県）」及び「東京湾
再生のための行動計画」におい
て、下水道が担うべき高度処理
水質のレベルが設定されている
ため、高度処理施設の整備を進
める必要がある。
平成27年度に中央浄化セン
ターにおいて高度処理施設の
整備に着手し、平成32年度完成
を目指し事業は順調に進捗して
おり、平成32年度末には、高度
処理人口普及率44.7%となる。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源確保（国費）
と経費の節減に努めていく必要
がある。

東京湾を放流先とする他都市の高度処理人口普及
率
・東京都区部：17.0%
・横浜市：46.1%
・川崎市：27.3%
（平成27年度末）

主要事務事業戦略シート

局・区の使命 道路、河川、下水道などの生活基盤整備及び適正な管理を行い、将来にわたって安全・安心・快適に生活できるまちづくりを進めます。

事業選択・重点化・見直しの考え方

地震・風水害等へ備えた防災・減災対策、地域力を支える社会インフラの構築（効果的な維持管理と着実な整備）、安全な移動を確保するための交通安全の推進を重点的に進
める。これにより、「安全・安心なまち」、「生産性の向上による経済成長が期待できるまち」を目指す。
　重点化する事業（分野）： 防災・減災対策、社会インフラの維持管理、交通安全、道路ネットワークの形成
　見直しする（予定）の事業： 老朽化した下水道施設（ポンプ場）の再構築

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 良好な生活環境の確保

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要

下水道計画課

他都市等の状況

現状分析 課題抽出 今後の方向性

カ
ネ

平成２９年度 

建設局 

建設局長 永名 淳悟 



4-1-1 一般会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員2.29人
（うち正規2.29人）

20 947 ① 調達改革
橋梁補修と耐震補強の一体施
工による仮設費用の縮減を行
いコスト低減を図る。

モ
ノ

― ―
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

ヒ
ト

職員7.40人
（正規6.90人、
　非常勤等0.50人）

61 322 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員3.56人
（正規3.56人）

29 596 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、さらなる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額
道路建設課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額567百万円
（うち一般財源29百万円）
【主なもの】
工事請負費552百万円

567
歳出決算額336百万円（うち
一般財源9百万円）

－

H28年度に河川事業を実施している政令都市
：18政令都市

3 橋梁架替

橋梁を架け替えることによ
り、耐震性が強化され防
災力が向上するとともに、
歩道の設置や車道の拡
幅を行うことで、道路利用
者が安心して安全に道路
等を利用することができ
る。

（提供内容）
千葉市橋梁長寿命化修
繕計画に基づく橋梁の架
替（２橋）

・柏井橋
・亥鼻橋

（提供先）
道路の利用者

・実施状況（平成28年度末）
柏井橋：仮橋設置完了
　　　　　既設橋撤去中
亥鼻橋：仮橋設置完了
　　　　　既設橋撤去中

・橋梁の長寿命化を図り、予算
の平準化と維持管理コストの縮
減を行う、千葉市橋梁長寿命化
修繕計画に基づき、架け替え時
期を迎えた橋梁の架け換えを進
めており、概ね計画どおり進捗
している。
　柏井橋：平成32年度供用予定
　亥鼻橋：平成33年度供用予定

・引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源確保（国費）
と経費の削減に努めていく必要
がある。

土木保全課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額927百万円
（うち一般財源2百万円）
【主なもの】
工事請負費339百万円
委託料       588百万円

927

歳出決算額244百万円
（うち一般財源
                   0.3百万円）

平成29年度への繰越分
　　　　　　　　461百万円

効率的に事業効果を発現させる
ため、下流部の河川の流下能
力に併せ、段階的に整備を進め
ており、河川の氾濫による被害
や流域内の浸水被害の早期軽
減に取り組んでいる。
また、改修後も流下能力や施設
機能を確保するため、維持管理
を適正に行うなど、安心・安全
の確保に努めている。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源の確保（国
費）と経費の節減に努めていく
必要がある。

都市河川課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額261百万円
（うち一般財源
            77百万円）
【主なもの】
工事請負費147百万円
　河道築造工事ほか

261
歳出決算額275百万円
（うち一般財源
            51百万円）

1 橋りょう耐震化

道路の利用者が、災害等
の緊急時に輸送路や避難
路として安全に通行でき
る。

（提供内容）
耐震化の必要がある橋梁
139橋の耐震補強

（提供先）
道路の利用者

全体計画139橋のうち125橋完
了（平成28年度末）

緊急輸送道路に関する橋梁の
耐震化が平成26年度に完了し、
現在は、鉄道を跨ぐ橋梁の耐震
化を実施しているが、高額な事
業費が課題となっている。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源確保（国費）
と経費の節減に努めていく必要
がある。

2 河川の改修

河川を改修することによ
り、氾濫による被害や流
域内の浸水被害を軽減す
る。

・坂月川
 10年に1回程度の降雨に
対応
・勝田川
3年に1回程度の降雨に対
応
・支川都川
10年に1回程度の降雨に
対応

（提供内容）
二級河川坂月川の改修
　L=2,926m
一級河川勝田川
　　L=3,530m
二級河川支川都川
　　L=3,540m

（提供先）
流域内の市民及び河川
の利用者

改修状況　（平成28年度末）
・坂月川 1,780m/2,926m=61%
（10年に1回程度の降雨に対応)
・勝田川 3,530m/3,530m=100%
（3年に1回程度の降雨に対応)

各「河川整備計画」に基づき、河
川改修を進めており、河川の氾
濫による被害や流域内の浸水
被害が軽減されている。
また、多自然川づくりによる河
川改修で、水辺環境の保全が
図られている。

施策 防災対策の推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

今後の方向性

改善・改革の
手法

今後の方向性



ヒ
ト

職員3.80人
（正規3.60人、
　非常勤等0.20人）

29 145 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員3.00人
（正規2.90人、
　非常勤等0.10人）

23 92 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

－ 0
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員1.44人
（うち正規1.44人）

13 420 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

なし
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額　407百万円
（うち一般財源  3百万円）
【主なもの】
委託費　      157百万円
工事請負費　250百万円

407

歳出決算額　383百万円
（うち一般財源　0百万円）

平成29年度への繰越分
275百万円

崩壊の危険性が高い崖地につ
いて、早期に対策を講じること
により、市民の生命を保護する
ことができる。
市内の美浜区を除く５区には、
対策が必要な急傾斜地が現在
も多数あることから、引き続き事
業の推進を図るため、より一層
の財源の確保（県費）と経費の
節減に努めていく必要がある。

都市河川課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額69百万円
（うち一般財源
               0百万円）
【主なもの】
・工事請負費60百万円
　宮崎町２、園生町６、
　大椎町２

69
歳出決算額59百万円
（うち一般財源
                5百万円）

都市河川課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額116百万円
（うち一般財源
                5百万円）
【主なもの】
・工事請負費64百万円
　高田排水路東部支線ほか
・用地取得費20百万円
　宇那谷２号排水路

116
歳出決算額111百万円
（うち一般財源
             5百万円）

6 電線共同溝整備

　災害時の電柱倒壊を無
くし、道路の利用者が、歩
きやすく安全で安心して
通行できる。

（提供内容）
バリアフリー経路等にお
ける電線共同溝の整備

（提供先）
道路の利用者
沿道の電力等受給者

バリアフリー経路における電線
共同溝整備延長
L=13.4km(整備済)/32.0km(計
画)（整備率41.9％）（平成28年
度末）

千葉市バリアフリー基本構想に
定められた生活関連経路の整
備を優先的に進め、千葉都心
部や駅周辺の一部など約4割の
整備が完了しているが、多額な
事業費を要すること、また、占用
予定者や沿道住民等との調整
に時間を要することが課題と
なっている。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源の確保（国
費）と経費の節減に努めていく
必要がある。

5
急傾斜地崩壊防止工事の
推進

崩壊の危険性が高い崖地
を急傾斜地崩壊危険区域
に指定し、崩壊防止工事
を進めることにより、市民
の生命を保護することが
出来る。

（提供内容）
崩壊防止工事の推進

整備中の箇所
　・宮崎町
　・園生町
　・大椎町

（提供先）
急傾斜地崩壊危険区域
内の市民

現在施工箇所（市事業）
整備状況　（平成28年度末）
・宮崎町　65m/115m=57%
　　施工予定年度 H25～H31
・園生町127m/157m=81%
　　施工予定年度H23～H29
・大椎町　34m/113m=30%
　　施工予定年度H28～H32
　
市全体
整備状況　（平成28年度末）
24箇所/96箇所=25%
・市事業　L= 1,285m
・県事業　L= 3,152m

県の「急傾斜地崩壊対策要領」
及び市の「指針」に基づき、崩壊
の危険性が高い崖地について、
順次崩壊防止施設の整備を進
めることにより、市民から急傾斜
地の崩壊による被災のリスクを
軽減している。

土木保全課

4 排水施設の整備

排水路を整備することに
より、流域内の浸水被害
を軽減することが出来る。

（提供内容）
幹線排水路及び一般排
水路の整備

整備中の路線
　・高田排水路東部支線
　・辺田排水路
　・宇那谷２号排水路
及び一般排水路の整備

（提供先）
流域内の市民

幹線排水路
整備状況　（平成28年度末）
・高田排水路東部支線
　2,110m/2,398m=88%
・辺田排水路
　263m/460m=57%
・宇那谷２号排水路
　0m/1,750m=0%

市全体
整備状況　（平成28年度末）
・幹線排水路　L= 65.6km
・一般排水路　L=296.7km

過去に大規模な浸水被害が発
生している箇所について、計画
的に事業を推進しており、確実
に効果が得られている。

深刻な浸水被害が発生している
箇所の排水路整備を重点的に
推進することにより、大規模な
浸水被害を効果的かつ早期に
軽減している。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の経費の節減に努
めていく必要がある。



4-1-1 下水道事業会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員16.00人
（正規16.00人）

135 3,225 ② 課題抑制

地域防災計画と整合を図り、
避難所に位置付けられた小学
校等を対象に、プールの水を
水源としたマンホールトイレの
設置を進める。

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

ヒ
ト

職員16.05人
（正規16.05人）

135 1,414 ② 課題抑制

近年の降雨特性を検証し、浸
水リスクや都市機能の集積度
が高い13地区について、整備
水準を引き上げ整備を進めて
いく。

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

2 雨水対策

・雨水管渠や雨水浸透施
設を整備することにより、
台風や局地的な大雨など
から市民の生命や財産を
守る。
・平成32年度までに、過去
に浸水被害が発生した40
地区について被害の軽減
を図る。
・地域住民による自助的
な雨水対策を推進するこ
とにより、浸水被害の軽
減を図る。

（提供内容）
・雨水管渠等の整備
・雨水浸透施設（浸透桝、
浸透トレンチ等）の整備
・防水板設置や一体として
行う関連工事に係る経費
の1/2を助成する。（上限
75万円）

（提供先）
・浸水被害の発生した地
域の住民及び利用者

・雨水整備箇所の推移
　平成26年度末　16地区完了
　平成27年度末　18地区完了
　平成28年度末　19地区完了

・防水板設置工事助成
（H23創設）
　累計件数：26件
　助成額：11百万円

多大な費用と時間を費やす大
規模な対策施設ではなく、最小
限の費用で早期に効果が得ら
れるよう公園・学校などの公共
用地に貯留施設や貯留浸透施
設の設置を行うなど対策施設の
分散化や段階的整備、防水板
設置助成制度の促進など、効
率的に事業を進めることにより、
過去に浸水被害が発生した箇
所において、被害軽減が確実に
図られている。

過去に浸水被害が発生している
地区について整備を進めてお
り、浸水被害の軽減を図ってい
るが、近年の局地的な大雨等の
影響により、一度整備が完了し
た地区においても、再び浸水被
害が発生しているため、雨水対
策を強化する必要がある。
また、引き続き事業の推進を図
るため、より一層の財源確保
（国費）と経費の節減に努めて
いく必要がある。

下水道計画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
1,279百万円
【主なもの】
排水施設建設等工事
請負費
1,206百万円

1,279
防水板等の設置助成制度がある政令都市：東京都
（4区）、新潟市、（その他一般市：13市）

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

1
下水道施設の耐震化
（管渠、処理場・ポンプ場）

・管渠及び処理場・ポンプ
場の耐震化を図ることに
より、地震発生時の下水
道の流下機能や処理機
能を確保する。
・千葉市下水道総合地震
対策計画（H29～H33）に
基づき、平成33年度まで
に、下水道管渠耐震化率
を62.2％にする。
・避難所にマンホールトイ
レを設置し、大規模地震
の発生に備える。

（提供内容）
主要な下水道管渠739km
及び浄化センター・ポンプ
場施設の耐震化、小学校
などの避難所へマンホー
ルトイレの設置
・管渠の耐震化9.3km
・南部浄化センターにおけ
る沈砂池棟など揚水・沈
殿施設の耐震化
・マンホールトイレの設置
3箇所

（提供先）
公共下水道及び道路、避
難所の利用者

・下水道管渠耐震化率の推移
　平成26年度末 42.1%(311km)
　平成27年度末 45.5%(336km)
　平成28年度末 47.4%(350km)

・南部浄化センター施設の耐震
化：継続中
 ポンプ場施設の耐震化：5箇所

下水道施設の耐震化を計画的
に進めることにより、地震発生
時においても、下水道の流下機
能や処理機能を確保することが
できる。
また、地域防災計画で避難所に
位置付けられている非常用井
戸を有する全ての小学校におい
て、マンホールトイレ55箇所の
設置が完了し、災害時における
衛生的なトイレ環境が整備され
た。

「千葉市下水道総合地震対策
計画（H29～H33）」に基づき、主
要な管渠及び処理場・ポンプ場
の耐震化を図っており、耐震化
率は確実に向上している。
今後も引続き、地震対策事業を
推進する必要があるが、マン
ホールトイレについては、災害
時のトイレ対策として極めて有
効な施設であることが熊本地震
において、実証されたところであ
り、国においても支援策の強化
を図るなど、積極的に整備を推
進することが求められている。
また、引き続き事業の推進を図
るため、より一層の財源確保
（国費）と経費の節減に努めて
いく必要がある。

下水道計画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
3,090百万円
【主なもの】
管渠耐震化等工事
請負費　2,819百万円
処理場耐震化工事
請負費　250百万円

3,090 歳出決算額　3,590百万円
重要な幹線等の耐震化率（全国）：46%
（平成26年度末）

施策 防災対策の推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性



4-1-4 一般会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員18.11人
（うち正規18.11人）

165 2,041 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員2.00人
（正規2.00人）

18 92 ② 課題抑制

自転車レーンの整備におい
て、レーンの両側に帯状の表
示をしていたが、車道側のみ
の片側表示に変更することで
コストの低減を図る。

モ
ノ

- -
＜参考＞

前年度決算額

施策 交通安全の推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

2 自転車走行環境整備

　自転車利用者及び歩行
者が安全に通行できる。

（提供内容）
自転車走行環境整備計
画である「ちばチャリ・すい
すいプラン」に基づき、整
備を行う。
併せて、自転車走行ルー
ル等について、整備区間
周辺の自治会・学校等へ
の啓発を行う。

（提供先）
自転車利用者及び歩行
者

・自転車レーン等
　累計整備延長
　　28.6km/75.7km
（平成28年度末）

自転車レーン等については、着
実に整備を進めているが、国土
交通省及び警察庁の「安全で快
適な自転車利用環境創出ガイド
ライン」の改訂に伴ない、自転
車レーンの設置に伴う路肩の舗
装部分の幅員が1.0mから1.5m
になり、車道混在型において
も、舗装部分の幅員で1.0m以上
の確保が望まれることとなった
ため、現計画における整備形態
について見直しを行い整備する
必要が生じた。
また、整備前に周辺の自治会や
学校へ自転車走行ルールの周
知を行ない、整備において「車
道通行」、「左側通行」の通行方
法の啓発看板を設置している。

自転車対策課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額74百万円
（うち一般財源2百万円）
【主なもの】
おゆみ野東南部5号線など
工事請負費70百万円

74

歳出決算額205百万円
（うち一般財源4百万円）
平成29年度への
繰越分56百万円

所管課

・事故発生状況（H26⇒H28)
件数：3,125件⇒2,959件
死者数：22人⇒24人
負傷者数：3,841人⇒3,595人

・歩道設置（平成２８年度）
　Ｌ=0.5km（供用）

・交差点の改良（平成２８年度）
　N=１箇所（完了）

・歩道段差解消
全体計画1,357箇所のうち延べ
1,163箇所実施

・視覚障害者誘導用ブロック
全体計画85.8kmのうち延べ
68.9km実施

・通学路の合同点検
全112校のうち
2順目の112校実施

用地買収を伴う歩道の整備等
は、整備までに時間を要するこ
とから、今後も短期的対策（路
肩のカラー化等）と組み合わせ
効率的に事業を実施するため、
整備手法のフローを明確化し
た。
交差点の改良については、短期
的に安全性の向上、渋滞の緩
和が図られ有効性が高いことか
ら、早期完了を目指し推進して
いる。
歩道の改良については、道路特
定事業計画に基づき、生活関連
経路のバリアフリー整備を進め
るなか、進捗に遅れが生じてい
るが、計画期間内に整備を完了
する必要がある。
また、オリンピック・パラリンピッ
クの競技会場へのアクセスルー
ト及び周辺道路のバリアフリー
整備を進めているが、大会開催
までの短期間のなかで、整備を
完了する必要がある。
交通安全施設の充実について
は、道路パトロールや市民から
の要望を受け、交通事故防止
対策を実施し、交通事故の発生
件数は減少傾向にあるものの
年間3,000件近くあり、依然とし
て、必要性は高い。
通学路の安全対策については、
「千葉市通学路交通安全プログ
ラム」に基づき、学校・警察・地
域住民等と合同点検を実施し、
安全対策を実施するとともに、
「千葉市通学路のカラー化計
画」に基づき、通学路の路肩の
カラー化を計画どおりに進めて
いく。

引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源の確保（国
費）と経費の節減に努めていく
必要がある。

土木保全課

道路計画課

歳出決算額665百万円（うち
一般財源61百万円）

課題抽出 今後の方向性

改善・改革の
手法

今後の方向性

1 交通安全施設等整備

・市内の交通事故の減少
が図られる。
・道路の利用者が安全に
歩道を通行できる。

（提供内容）
・歩道の整備
・交差点の改良
・歩道の改良
・交通安全施設の充実
・通学路の安全対策

（提供先）
道路の利用者

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額1,876百万円
（うち一般財源62百万円）
【主なもの】
委託料224百万円
工事請負費488百万円
公有財産購入費
410百万円
補償費750百万円

1,876



ヒ
ト

職員13.60人
（正規8.0人、臨時5.60人）

47 936 ② 課題抑制

引き続き、放置自転車の削減
を目指し、巡回・指導等を実施
するほか、道路占用等による
民間自転車駐車場の設置を促
進するなど、効果的な放置自
転車対策を行う。

モ
ノ

自転車保管場7箇所
自転車駐車場147箇所

24
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

24時間利用できる電磁ロック
式ラック等の機械精算方式の
導入によって利用者の利便性
を高めるとともに、管理棟を統
廃合し、管理運営費の縮減を
図る。

3 放置自転車対策

歩行者等の多い駅周辺の
移動保管等の放置自転
車対策及び自転車駐車
場の整備に加えて、安心
して利用できるように管理
することで、放置自転車を
減らし、歩行者等が安心
して通行できる。

（提供内容）
・電磁ロック式ラック等の
設備整備や自転車駐車
場の新設・改築
・路上巡回、放置自転車
追放指導や移動保管等
の放置自転車対策
・自転車駐車場利用受付
・料金徴収・収納・還付処
理
・自転車駐車場設備点
検・維持修繕等
（提供先）
自転車利用者及び歩行
者

自転車駐車場の収容台数
平成17年6月：58,475台
　　　　　　　↓
平成28年11月：63,218台

駅周辺の放置自転車台数
平成17年6月：15,143台
　　　　　　　↓
平成28年11月：1,205台
（ピーク時の8%）

駅周辺において147箇所の自転
車駐車場を整備し、放置自転車
の追放指導や移動・保管の継
続的な実施によって、放置自転
車は約1,200台となっている。
但し、大型店舗等の周辺におい
て、短時間の放置自転車が発
生しており、歩行者等の通行を
阻害している箇所があり課題が
ある。
さらに、近年は24時間利用でき
るラックの整備など、利用者か
らのニーズが多様化しているこ
とも課題である。
加えて、自転車駐車場の4割が
20年以上経過し、老朽化が進ん
でおり、ラック等設備にも不具合
が発生していることから、今後、
計画的に施設の更新をする必
要がある。
また、納付書払いを実施したこ
とにより、駐車場利用者の負担
が軽減された。

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額880百万円
（うち一般財源22百万円）
【主なもの】
自転車駐車場管理業務委
託：129百万円

865

歳出決算額707百万円
（うち一般財源69百万円）
平成29年度への
繰越分142百万円

② 課題抑制

自転車駐車場の適正な管理
運営により、市民サービス向
上を図るとともに、老朽化した
施設の更新を計画的に進める
ことにより、維持管理コストの
平準化を図る。

放置自転車数に関する内閣府調査によると、政令市
の中で、千葉市は20市中第3位（順位は放置自転車
数の少ない順）※H27年度調査結果。また、大阪市に
おいて、平成29年2月に自転車駐車場維持管理計画
を策定。

自転車対策課



4-2-5 一般会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員72.49人
（うち正規67.89人、非常勤
4.60人）

541 2,784 ② 課題抑制

千葉市道路舗装維持管理計
画などの個別施設計画を順次
策定し、予防保全型の管理に
転換することで、コスト低減を
図る。

モ
ノ

国道　　  7.1km
県道　108.4km
市道3,195.0km

―
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

ヒ
ト

職員16.55人
（うち正規16.55人）

144 3,176 ② 課題抑制

千葉市道路舗装維持管理計
画に基づき予防保全型の管理
に転換することで、コスト低減
を図る。

モ
ノ

― ―
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

ヒ
ト

職員7.9人
（うち正規7.9人）

69 2,834 ② 課題抑制
ＰＤＣＡサイクルに基づき、長
寿命化修繕計画を更新する。

モ
ノ

― ―
＜参考＞

前年度決算額
① 調達改革

橋梁補修と耐震補強の一体施
工による仮設費用の縮減を行
いコスト低減を図る。

・要望対応件数
11,543件
（平成28年度実績）
・パトロールによる対応件数
3,130件
（平成28年度実績）
・舗装点検
全体計画約380km
のうち104km実施
（平成28年度末）
・道路照明灯点検
一巡目完了
二巡目1,594基実施。

※舗装（幹線道路）と道路照明
灯は5年間ですべて点検するよ
うに実施している。

【現在の状況】
舗装などの点検を行い予防保
全を行うことで事業費の平準化
とコスト縮減も図られている。
今後も適切に効率的な維持管
理を行い、道路の利用者が安
全に通行できるよう事業を実施
する。

【課題】
管理している道路施設が膨大に
あり、開発行為等の帰属によ
り、新たに管理しなければなら
ない道路施設は増加する一方
である。
また、道路施設の老朽化が進
んでいることから、維持管理費
の増加が課題となっている。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源確保（国費）
と経費の節減に努めていく必要
がある。

土木管理課

土木保全課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
            2,250百万円
（うち一般財源
           2,189百万円）
【主なもの】
委託料1,300百万円
光熱水費256百万円

2,243

歳出決算額
           2,330百万円
（うち一般財源
          2,279百万円）

・橋梁補修
全体539橋のうち153橋実施
（平成28年度末）
・モノレール塗り替え塗装
全体15.4kmのうち10.3km実施
（平成28年度末）
・橋梁点検
1巡目完了
2巡目全体539橋のうち92橋点
検を実施（平成28年度末）
・モノレールインフラ施設点検
全体15.4kmの1順目の点検が完
了（平成28年度末）

※橋梁及びモノレールインフラ
施設は5年間ですべて点検する
ように実施している。

千葉市橋梁長寿命化修繕計画
等に基づき、概ね計画通り橋梁
の補修や点検を実施している。
鉄道や高速道路を跨ぐ橋梁の
事業実施に際しては、ＪＲ、ＮＥ
ＸＣＯ等の他事業者との協議に
時間を要し、スケジュールどおり
進まないことが課題となってい
る。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源確保（国費）
と経費の節減に努めていく必要
がある。

土木保全課3 橋りょう維持

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
            2,765百万円
（うち一般財源
             　 96百万円）
【主なもの】
委託料1,655百万円
工事請負費1,022百万円

2,765

歳出決算額
        1,254百万円
（うち一般財源
            93百万円）

平成29年度への繰越分
　　　　 676百万円

② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

道路・モノレールの利用者
が安全に利用できる。

（提供内容）
橋梁定期点検・補修、
モノレールインフラ施設の
定期点検・塗り替え塗装
及び更新改良

（提供先）
道路・モノレールの利用者

舗装の新設　1.0km
舗装の改良　15.4km
側溝の新設　1.1km
側溝の改良　6.5km
（平成28年度実績）

幹線道路の舗装改良を計画的
に実施するほか、大規模団地の
側溝改良を計画的に実施すると
ともに、その他の道路新設改良
は、パトロールや要望に基づき
事業を実施している。
舗装率が高水準であることなど
から、舗装や側溝の新設は減
少しているものの、施設の老朽
化が進んでおり、改良に係る事
業費が増大している。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源確保（国費）
と経費の節減に努めていく必要
がある。

土木保全課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
          3,032百万円
（うち一般財源20百万円）
【主なもの】
工事請負費
          1,400百万円
公有財産購入費
            697百万円

3,032

歳出決算額
        3,266百万円
（うち一般財源
           310百万円）

2 道路新設改良

生活環境の向上を図り、
道路の利用者が安全に道
路を通行できる。

（提供内容）
舗装の新設・改良、
側溝の新設・改良

（提供先）
道路の利用者

施策 生活基盤の充実

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

1 道路維持

安全で快適な道路環境を
維持するため、補修や清
掃、点検を行うことによ
り、道路の利用者が安全
に道路を通行できる。

（提供内容）
道路補修、道路清掃、
道路施設の定期点検

（提供先）
道路の利用者

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

所管課

課題抽出 今後の方向性

改善・改革の
手法

今後の方向性



ヒ
ト

職員6.2人
（正規3.2人、非常勤3.0人）

38 215 ② 課題抑制
維持管理計画を策定し、予防
保全型の計画的な維持管理を
実施していく。

モ
ノ

【主なもの】(H28)
一般排水路　L=486km
都市下水路　L= 20km
調整池　88箇所　他

＜参考＞
前年度決算額

ヒ
ト

職員5.58人
（正規5.58人）

44 313 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、さらなる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員43.14人
（うち正規40.14人、非常勤
3.00人）

339 379

モ
ノ

国道　　  7.1km
県道　108.4km
市道3,195.0km

＜参考＞
前年度決算額

要望件数
・平成26年度　14件
・平成27年度　 6件
・平成28年度　 3件

整備状況（平成２８年度）
・拡幅整備　　 L=660ｍ
・待避所設置   N=2か所
　

拡幅整備要望が多数寄せられ
ている。
用地買収を伴う道路の拡幅は、
事業費が高額で供用までに時
間を要している。
このことから。短期間にすれ違
い困難箇所の解消ができ、安全
性や利便性が向上する、用地
買収が少ない線形の改良や待
避所の設置などの部分的拡幅
を推進するため、整備手法の選
定フローを明確化した。
引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の経費の削減に努
めていく必要がある。

5 生活道路整備

6 道路管理事務

　道路利用の秩序を維持
し、道路を適正な状態に
保持することで、様々な社
会活動を支えており、地
域住民へ安全・安心な生
活環境を提供する。

（提供内容）
道路占用許可、道路工事
施行承認、道路境界査
定、道路用地の寄付、放
置自動車の措置、道路施
設損傷事故への対応、管
理瑕疵への対応等

（提供先）
道路の利用者

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額45百万円
（うち一般財源40百万円）
【主なもの】
委託料12百万円

歳入予算額745百万円
【主なもの】
道路占用料

40
歳出決算額33百万円（うち
一般財源32百万円）

（平成28年度実績）
・道路占用等許可
　許可件数：7,070件
　収入金額：746百万円
・道路工事施行承認
　承認件数：634件

公共性の高い道路を管理する
上で、道路利用者の秩序を維持
し、道路を適正な状態に保持す
ることは、必要な事務であり、有
効性は高く、今後も、効率化を
図り、道路管理事務を引き続き
実施していく。

道路計画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額269百万円
（うち一般財源10百万円）
【主なもの】
委託料　28百万円
工事請負費　131百万円
公有財産購入費　69百万円
補償費　39百万円

269
歳出決算額152百万円
（うち一般財源11百万円）

－

すれ違い困難箇所の解消
のため、道路の拡幅や待
避所の整備を行うことによ
り、生活を支える道路を安
心して使うことができる。

（提供内容）
生活道路の整備
・道路の拡幅
・待避所の設置

（提供先）
道路の利用者

土木管理課

4 排水施設維持管理

雨水管等（公共下水道を
除く）の適切な維持管理を
行うことにより、快適で安
心した生活環境を市民に
提供することが出来る。

（提供内容）
雨水管等（公共下水道を
除く）の不具合箇所の補
修や用地内の草刈業務
等

（提供先）
周辺住民
道路利用者

不具合等の対応要望件数
　H17 ： 120件
　H22 ：   97件　(H21 ： 134件)
　H28 ： 178件
※年々、施設の不具合等に関
する市民からの要望件数が増
加傾向にある。

施設の老朽化に伴い、年々、下
水道施設の不具合等が増加す
る中で、快適で安心な市民生活
を提供し続けるためには、維持
管理事業を「予防保全型」へ移
行していく必要がある。それによ
り、今後の事業費の平準化を図
ることが可能となり、安定した事
業の運営に繋がる。

下水道維持課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額177百万円
（うち一般財源136百万円）
【主なもの】
清掃・補修等費用（土木事
務所単価契約）：67百万円
草刈業務委託：23百万円
工事請負費：48百万円

177
歳出決算額　150百万円
（うち一般財源125百万円）

－



4-2-5 下水道事業会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員16.0人
（正規15.6人、非常勤0.4人）

131 4,946 ② 課題抑制

中央処理区の4ポンプ場を1ポ
ンプ場に統合する計画である
が、平成28年に「千葉市下水
道全体計画」が見直されたこと
から、将来汚水量に基づく施
設規模の検証を行い、ダウン
サイジングを踏まえた整備計
画を策定し、更なるコスト縮減
を図る。

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。また、設
備については省エネ機器の導
入や機能向上等を踏まえなが
ら効率的に改築を行う。

ヒ
ト

中央浄化センター
職員2.6人
正規1.9人、再任0.7人
南部浄化センター
職員3.4人
正規3.2人、再任0.2人
計  　   6.0人

48 7,624 ⑧ その他

将来にわたり包括的民間委託
の履行監視を適正に行う能力
を維持するために、他団体が
実施する研修や下水道維持管
理経験退職者の活用を推進す
る。
また、ストックマネジメント計画
による点検・調査により、早期
のリスク発見及び対応を行い
処理場・ポンプ場機能の安定
を図る。

モ
ノ

【主なもの】
下水処理場　　2施設
ポンプ場等　189施設

4,958
＜参考＞

前年度決算額

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
中央浄化センター
　　　　　　　 690百万円
南部浄化センター
　　　　　　 1,928百万円

　　　　 計2,618 百万円

【全体H26～H30年度】
　歳出予算額
　　　　 12,161百万円

2,618

歳出決算額
中央浄化センター
　　　　　　　635百万円
南部浄化センター
　　　　　　1,622百万円

　　　　　計2,257百万円

処理場・ポンプ場等の包括的維持管理委託を導入し
ている政令市：9市

2
中央・南部浄化センター等
包括的維持管理

No.
新
規

事務事業（業務）名

全処理区　※H29.3現在
（印旛、中央、南部）
利用者数：934,796人
接続世帯数：431,785
処理水量：78,059,321㎥

※印旛処理区は、終末処理場
以外の中継ポンプ場等の維持
管理を包括で担う。

包括的民間委託は
第1期　H20～H22
第２期　H23～H25
第３期　H26～H30
までの期間で契約しており、第3
期においては契約期間を5年に
することによりコスト縮減を図っ
ている。
また、契約水質基準を確実に達
成するための自主管理基準を
設定し、適正に公共用水域の水
質保全を図り、市民の健康でか
つ快適な生活環境を保持してい
る。
　

中央浄化セン
ター

南部浄化セン
ター

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
4,815百万円
【主なもの】
管渠改良工事請負費
485百万円
焼却炉等改築工事請負費
1,971百万円
マンホール蓋更新等工事
請負費 74百万円

4,815 歳出決算額　3,963百万円

・下水道管渠改築率の推移
　平成26年度末 18.6%(32.5km)
　平成27年度末 20.6%(36.0km)
　平成28年度末 24.4%(42.6km)

・処理場設備の改築：2箇所
 ポンプ場設備の改築：16箇所

老朽化した下水道管渠や処理
場・ポンプ場設備の改築を計画
的に進めることにより、道路陥
没や下水道の流下阻害、機能
停止による事故を未然に防止で
き、安定的な下水道サービスを
市民に提供することができる。

カメラ調査結果や機器の機能診
断に基づき、施設の健全度を適
正に評価・把握し、効率的な改
築を実施しており、下水道の機
能確保が図られている。
今後は、下水道施設全体を維
持から改築まで一体的に管理
する「下水道ストックマネジメント
計画（H30～H34）」を策定し、こ
の計画に基づき事業を進める。
現在、中央浄化センターにおい
て、既存3系列中1系列を再構築
中であるが、中央処理区の4ポ
ンプ場についても、供用開始後
48年が経過し、施設の老朽化が
進み、再構築が必要となってい
る。
また、引き続き事業の推進を図
るため、より一層の財源確保
（国費）と経費の節減に努めて
いく必要がある。

民間事業者に包括的民間
委託できる範囲内におい
て、施設等の維持管理を
委託することにより、公共
用水域の水質を保全し、
市民の健康でかつ快適な
生活環境を保持する。

（提供内容）
中央・南部浄化センター
及び所管ポンプ場等運転
管理、保守点検、補修、
及び清掃等
※市職員が行わなければ
ならない履行の確認等の
業務を除く

（提供先）
下水道利用者
海辺等の利用者

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

下水道計画課1
老朽化下水道施設の
改築
（管渠、処理場・ポンプ場

・老朽化した下水道管渠
の改築を行い、道路陥没
や下水道の流下阻害を防
止することにより、市民が
安全に道路を使うことが
できるとともに、下水道の
機能を確保する。
・老朽化した処理場・ポン
プ場設備の改築を行い、
機能停止による事故を未
然に防止することにより、
安定的な下水道サービス
を市民に提供する。

（提供内容）
老朽化した下水道管渠
175km及び浄化センター・
ポンプ場設備の改築
・管渠の改築8.1km
・南部浄化センター及び
黒砂ポンプ場外設備の改
築
・マンホール蓋の交換140
個

（提供先）
公共下水道及び道路の
利用者

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

生活基盤の充実施策



ヒ
ト

【計画修繕】
中央浄化センター
職員 2.3人
正規1.5人、再任0.8人
南部浄化センター
職員 2.8人
正規2.8人、再任0人
【焼却灰】
南部浄化センター
正規0.4人、再任0人
　　　　　　　　計　5.5人

42 737 ⑧ その他

包括的民間委託に含まない、
市が行うべき計画修繕等の業
務を効果的、かつ、確実に実
施する能力を維持するため
に、他団体が実施する研修や
下水道維持管理経験退職者
の活用を推進する。
ストックマネジメント計画で設
定した修繕の実施計画に基づ
き、効率的かつ効果的な運用
を図る。

モ
ノ

【計画修繕】
中央浄化センター　　20件
南部浄化センター　　32件
　　　　　　　     計 52件
　
【焼却灰】
焼却灰2,300t/年

-
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員8.5人
（正規5.2人、非常勤3.3人）

57 504 ② 課題抑制
維持管理計画を策定し、予防
保全型の計画的な維持管理を
実施していく。

モ
ノ

【主なもの】（H28)
下水道管渠L=3,700km
マンホール　118,120個
調整池　15箇所　等

＜参考＞
前年度決算額

ヒ
ト

職員5.85人
（正規5.85人）

49 597 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、更なる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額
下水道計画課

【計画修繕】
計画修繕を実施している自治体：千葉県・東京都・横
浜市・川崎市他多数

包括的民間委託に含まな
い計画修繕や汚泥焼却灰
の処分について、修繕計
画の立案・施行や産業廃
棄物として、法令に基づき
適正に埋立処分すること
で、市民に良好な生活環
境を提供する。

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
548百万円
【主なもの】
排水施設建設工事
請負費
324百万円

548 歳出決算額　379百万円

下水道処理人口普及率
・全国平均：77.8%
・政令都市：97.1%
・千葉市：97.3%（東京23区を含めた21政令都市中13
位）
（平成27年度末）

・下水道処理人口普及率の推
移
　平成26年度末　97.2%
　平成27年度末　97.3%
　平成28年度末　97.3%

未整備地区の汚水整備を計画
的に進めることにより、地域住
民へ衛生的で快適な生活環境
を提供することができる。

これまでの整備により、汚水整
備はほぼ概成となり、大多数の
市民が衛生的で快適な生活が
送れるようになったが、依然、私
道や低地部等の未整備箇所も
点在することから、全市域汚水
適正処理構想（H27策定）に基
づく全体計画により、費用対効
果1以上の箇所を優先的に整備
を実施していく。
また、今後はこれらの箇所に加
え、区画整理事業と一体的な整
備を確実に進めていく。
また、引き続き事業の推進を図
るため、より一層の経費の節減
に努めていく必要がある。

(提供内容)
中央・南部浄化センター
所管施設の機能保全を目
的とした計画的修繕の立
案、施行及び下水から発
生する汚泥焼却灰の処分

（提供先）
下水道利用者
海辺等の利用者

平成28年度実績
【計画修繕】
中央浄化センター　　25件
南部浄化センター　　26件
　　　　　　　      計51件
 
金額     　440百万円
 
【焼却灰】
南部浄化センター
焼却灰発生量　1,687t
金額　　　　 44百万円

施設機能を維持し、安定的に下
水を処理するために予防保全
などの観点から計画的な修繕
執行を行って良好な生活環境を
保持している。
今後も継続して下水処理の水
準を保つには、修繕の立案、施
行に関する技術の継承が重要
である。
また、汚泥焼却灰については、
職員により法令に基づいた適正
な処分を確認している。

5 汚水管渠の整備

・汚水管渠を整備し、周辺
環境の改善やトイレの水
洗化を図ることにより、衛
生的で快適な市民生活を
提供する。
・汚水処理人口普及率内
訳
公共下水道事業 98.9%、
農業集落排水事業 0.5%、
合併処理浄化槽設置整
備事業 0.6%
・平成33年度までに、下水
道処理人口普及率を
97.5%にする。

（提供内容）
未整備地区における汚水
管渠の整備
・汚水管渠の整備5.5ha
（うち区画整理2.1ha）

（提供先）
公共下水道の利用者

4 下水道施設維持管理

3
中央・南部浄化センター維
持管理

不具合等の対応要望件数
　H17 ： 185件
　H22 ： 200件
　H28 ： 223件
※年々、施設の不具合等に関
する市民からの要望件数が増
加傾向にある。

管路施設の点検調査実績(H28)
　・巡視点検　L=78km
　・簡易調査　L=29km

施設の老朽化に伴い、年々、下
水道施設の不具合等が増加す
る中で、快適で安心な市民生活
を提供し続けるためには、維持
管理事業を「予防保全型」へ移
行していく必要がある。それによ
り今後の事業費の平準化を図
ることが可能となり、安定した事
業の運営に繋がる。

下水道維持課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額　447百万円
【主なもの】
清掃・補修等費用（土木事
務所単価契約）：174百万円
不明水調査：32百万円
管渠調査委託費：119百万
円

447 歳出決算額　　406百万円
先進的に取組を実施している都市：仙台市
内容：ストックマネジメントの他、資産管理の効率的な
運用を図るアセットマネジメントの導入を、平成25年
度から行っている。

管渠や調整池等の公共
下水道施設の適切な維持
管理を行うことにより、安
定的な下水道サービスを
市民に提供することがで
きる。

(提供内容)
管渠や調整池等の公共
下水道施設の不具合箇
所の補修や用地内の草
刈業務等

（提供先）
下水道利用者
周辺住民
道路利用者

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
【計画修繕】
中央浄化センター
                133百万円
南部浄化センター
　　　　　　　463百万円
　
　　　　　計  596百万円

【焼却灰】
南部浄化センター
　　　　　　　  99百万円

695

中央浄化セン
ター

南部浄化セン
ター

歳出決算額
【計画修繕】
中央浄化センター
　　　　　　　117百万円
南部浄化センター
　　　　　　　323百万円

　　　　 計　440百万円

【焼却灰】
南部浄化センター
　　　　　　　44百万円



4-3-2 一般会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員12.98人
（正規12.98人）

102 3,188 ② 課題抑制

道路整備による成果目標を定
めた「道路整備プログラム」を
策定し、選択と集中を図り、効
果的に事業効果を発現させ
る。

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額
② 課題抑制

最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、さらなる建設
コストの低減を図る。

ヒ
ト

職員0.95人
（正規0.95人）

8 89

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員0.90人
（正規0.90人）

8 59 ② 課題抑制
当初計画のアンダーパスによ
る整備手法等の再検証を行
う。

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額3 踏切除却

緊急対策が必要な踏切
（開かずの踏切）を除却す
ることで、踏切での事故を
無くし、道路利用者・鉄道
利用者の安全の確保を図
る。

(提供内容）
市道幕張町２１５号線（花
立、第二花立、京成幕張
本郷第１号踏切）

（提供先）
事業延長　L=870m
(鉄道交差部　L=80m）
幅員10～20ｍ

昭和56年度　　 事業着手
平成10年度～　道路築造工事
                      に着手
　　　　　　　　　　取付道路
　　　　　　　　　　L=530m完了
平成13年度～　鉄道交差部
                      工事に着手
平成14年度　　 仮設踏切に切
替
平成22年度～　事業休止中

・鉄道交差部をアンダーパスに
て整備する当初計画は、　同種
工事の鉄道事故により安全基
準の見直しが行われ、事業期間
及び整備費が大幅に増大とな
ることが判明したため、事業を
休止している。

・休止期間が長期化しているこ
と、また仮設踏切にて過去死傷
事故（H19以降）が４件発生して
いる等、踏切が除却されていな
いことが課題となっている。

街路建設課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額 51百万円
（うち一般財源 36百万円）
【主なもの】
負担金（維持）10百万円
委託料
（調査・設計）33百万円
賃借料　4百万円

51
歳出決算額13百万円（うち
一般財源13百万円）

－

2 道路計画調査

市民が、道路の整備計画
や整備後の効果について
把握できる。

・交通現況調査
・道路交通情報管理シス
テム保守管理他

道路交通センサス調査
（幹線道路の一般交通量調査）
　平成27年度
　　交通量調査　　　 43箇所
　　道路現況調査　　67区間

交通現況調査
（交差点交通量調査）
　平成26年度　　6か所
　平成27年度　35か所
　平成28年度　23箇所
　
道路交通情報管理システム
（交通状況（旅行速度等）の把
握を行うシステム）
　取得データ
　・平成２４年３月
　　～平成２８年１１月まで
　　※期間内で取得していない
　　　 期間もある。
 

・道路交通実態を把握するデー
タを継続して取得し、整備計画
の検討や交通安全対策の立案
のほか整備効果の検証ができ
る状態となっている。また、道路
整備計画以外の活用として、イ
ベント時の道路混雑状況を解析
した資料を作成し提供してい
る。

・交通現況調査の結果につい
て、平成２８年度からホーム
ページでの公表を行っている。

道路計画課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額81百万円
（うち一般財源81百万円）
【主なもの】
委託料80百万円

81
歳出決算額28百万円（うち
一般財源28百万円）・道路交通情報管理システム

（東京、静岡市、浜松市で採用）

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

1 幹線道路整備

・幹線道路を整備し、混雑
区間の減少による、移動
時間の短縮や輸送費の
低下によって、経済活動
の生産性を向上させ経済
成長を図るとともに道路
ネットワーク強化により防
災力を向上を図る。また、
交通の円滑化により、周
辺生活道路の交通量を削
減させ利便性・安全性の
向上を図る。

・都市計画道路の整備率
を平成33年度末までに
76.6％にする。

（提供内容）
・県道の整備
・主要市道の整備
・都市計画道路の整備

（提供先）
道路の利用者

平成２８年度供用
・都市計画道路大膳野町誉田
町線
　L=0.42㎞

都市計画道路の整備率
　74.8％（平成28年度末）

市内の一般道路の平均混雑度
　平成22年度　1.01
　平成27年度　0.96
(道路交通センサス調査結果)

・十分な財源（国費）の確保がで
きないことから、事業が長期化
している。このため、事業の選
択と集中を行い、整備優先度の
高い路線への重点的な投資に
よる効率的な道路ネットワーク
形成が必要である。

・引き続き事業の推進を図るた
め、より一層の財源確保（国費）
と経費の削減に努めていく必要
がある。

道路計画課

他都市等の状況

カ
ネ

【歳出予算額】
3,086百万円
（うち一般財源91百万円）
【主なもの】
委託料　185百万円
工事請負費　1,071百万円
公有財産購入費　783百万
円
補償費　1,036百万円

3,086
歳出決算額1,433百万円（う
ち一般財源97百万円）

・都市計画道路の整備率
（H28.3.31現在）
さいたま市　50.6％
横浜市　　　61.8％
川崎市　　　70.6％
相模原市　 75.1％

施策 道路ネットワークの形成

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性



4-3-4 一般会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員19.80人
（正規17.20人、非常勤2.60
人）

59 158 ⑥ ＩＣＴ活用

ホームページで道路工事、公
共基準点、道路区域線設置箇
所を公開するシステム拡充を
図り、市民サービスの向上、行
政運営の効率化を図る。

モ
ノ

千葉市道路管理システム ―
＜参考＞

前年度決算額

5-2-1 一般会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.57人
（正規1.57人）

13 404 ② 課題抑制
最新の工法や材料を取り入れ
ることなどにより、さらなる建設
コストの低減を図る。

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

1
企業立地を促進するため
の道路整備

工業団地等へのアクセス
を改善することにより、利
便性が向上し、企業立地
の促進や立地企業の投
資拡大を促す。

（提供内容）
①千葉土気緑の森工業
団地
・千葉外房有料道路（大
木戸ICフル化）

②長沼・六方地区工業団
地
・市道東寺山町山王町線
外１の整備

（提供先）
・道路の利用者

千葉外房有料道路（大木戸ICフ
ル化）が平成29年3月に供用
　
千葉土気緑の森工業団地の分
譲状況
　・平成26年3月時点　76.4％
　　（事業着手前）
　・平成28年12月時点 82.8％
　※6.8ヘクタール分譲

・千葉土気の森工業団地につい
ては、道路整備により、企業立
地が促進されれている。今後も
企業立地の促進が期待でき、税
源の涵養・雇用の創出効果や
地域経済の活性化が期待され
る。

・長沼六法地区工業団地につい
ては、東寺山町山王町線の早
期供用を目指し用地取得を進
めている。

・引き続き事業の推進を図るた
め、経費の削減に努めていく必
要がある。

道路建設課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額391百万円
（うち一般財源24百万円）
【主なもの】
工事請負費
　90百万円
公有財産購入費
　86百万円
補償費
　193百万円

391
歳出決算額377百万円（うち
一般財源7百万円）

－

施策 産業の振興

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

1 道路台帳整備

ICTを活用し、道路台帳な
ど道路に関する情報を公
開することで、市民などが
その情報を容易に入手
し、活用できることで、行
政サービスの向上ととも
に道路管理の効率化を図
る。

（提供内容）
道路台帳等の閲覧及び
交付、千葉市公共基準点
の利用や道路台帳の一
部をホームページ上で公
開をする。

（提供先）
市民及び不動産業、建設
業、測量業等の業者

・千葉市道路網図システムを市
ホームページに公開した。
（平成26年度）

・窓口来庁者数　約1.5万人/年
・認定道路網図システム閲覧ア
クセス数
約6万件（平成26年度）

・窓口来庁者数　約1.4万人/年
・認定道路網図システム閲覧ア
クセス数
約12万件/年（平成28年度）

従来、窓口対応であった道路台
帳の一部の情報の閲覧を、ホー
ムページに公開したことで、市
民等が来庁せずに情報を得る
ことが可能となった。認定道路
網図システム閲覧アクセス数が
平成26年度（約6万件）と比較
し、平成28年度（約12万件）は、
ほぼ2倍の実績となっており、市
民等に有効に活用されている。
更なる市民サービスの向上、行
政運営の効率化を図るため、市
民ニーズの把握やより多くの道
路に関する情報提供が必要と
なる。

路政課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額  　104百万円
（うち一般財源 96百万円)
【主なもの】
道路台帳整備委託
89百万円

99
歳出予算額　86百万円
（うち一般財源　80百万円）

道路台帳のホームページによる閲覧サービス　政令市：横浜市
他12
道路工事に関する情報をホームページで閲覧サービスしている
政令市：名古屋市他8

施策 ＩＣＴを活かした利便性の向上

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性



5-3-3 農業集落排水特会

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員6.20人
（正規6.20人）

8 273 ② 課題抑制
計画的に老朽化施設の改築・
更新（機能強化）を実施する。

モ
ノ

【主なもの】
処理区　１０地区
処理場　９か所
管路延長　１１８ｋｍ
中継ポンプ　１３９か所

57
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

会計統合を目指すとともに、使
用料賦課徴収業務の下水道
使用料徴収委託との一元化
等、効率的な事業運営の検討
をする。

9-9-9 一般会計

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員17.4
（正規1２.0人、再任用4.6、
非常勤0.8人）

146 218 ⑦ 資産活用
建設局独自の技術職員人材
育成プログラムの継続実施及
び対象職員の拡大。

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

1 技術管理事務

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

多様化する公共事業に対
する社会的ニーズや自然
災害時などに適切に対応
する技術職員を育成し、
設計・積算・監督・検査業
務の基準整備等により、
公共事業の品質を確保す
る。

（提供内容）
・技術職員人材育成プロ
グラムの実施。
・建設工事等の積算、技
術基準の調整、安全対策
指導及び工事検査の実
施。

（提供先）
市職員（建設部門）及び
市民

他都市等の状況

技術管理課

課題抽出 今後の方向性

カ
ネ

歳出予算額72百万円
（うち一般財源72百万円）
【主なもの】
委託料48百万円
使用料及び賃借料
1５百万円
その他9百万円

72

歳出決算額64百万円
（うち一般財源64百万円）
【主なもの】
委託料4４百万円
使用料及び賃借料
14百万円
その他6百万円

　技術職員研修計画を策定している政令市：相模原
市ほか11市（平成27度末現在）

【使用料収納率】
政令市　仙台市　83.3%         県内　市原市 99.7%
　　　　　　静岡市 96.4%　　             佐倉市 98.8%
　　　 　相模原市 84.9%               袖ヶ浦市 98.4%
【改修計画】
保有施設を計画的に整備する「最適整備構想」を策
定している市：５市町（千葉市は除く）
茂原市・山武市・九十九里町・一宮町・長南町

・総合評価落札方式158件/年
・工事評定点（土木）
　総合評価方式採用　79.6点
　総合評価以外　　　　76.1点
　（平成24年～27年の平均）
・部門研修　27件/年,参加延べ
人数1091人/年
・短期派遣研修　241件/年,参加
延べ人数379人/年
・建設資材価格特別調査
18,000品目/年
・工事検査　541件/年
・積算基準改定　2回/年

総合評価落札方式の採用や適
切な予定価格の積算などによ
り、公共工事の品質確保が図ら
れ、また、設計・積算業務の電
算化により、事務の効率化が図
られている一方で、経験豊富な
技術職員の大量退職などにより
技術力の低下が懸念されてい
ることから、将来に亘り、技術職
員の人材育成を継続し実施して
いく必要がある。
また、これまで、所属毎のOJT
等により、技術職員の技術力向
上に一定の効果があったもの
の、さらに、キャリア形成に資す
る効率的な人材育成が必要で
ある。

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

1
農業集落排水事業管理運
営

区域内の汚水処理を適正
に行うことにより、河川や
農業用用排水路の水質
保全と農村環境の向上を
図る。

（提供内容）
・処理区域における、生活
排水処理

・市職員による使用料徴
収等事務
【内容】
使用料の算定・調定に関
する事務
使用料の徴収事務
収納金の整理事務
使用料の滞納整理
(提供先)
農業集落排水施設使用
者

【普及状況】
計画世帯数 2,020世帯
接続世帯数 1,799世帯
接続率　　　　　89.1％
接続人口　　 6,939人

【使用料収納率】
27年度　　　95.0％
26年度　　　95.5％
25年度　　　96.4％

【改修計画】
22年度　施設の機能診断を行
い、それに基き保有施設を計画
的に整備する「最適整備構想」
を作成（4地区）
詳細調査及び事業計画
25年度　大和田地区
27年度　平川地区
実施設計
28年度　大和田地区

人口減少及び高齢化等により
使用料の増加及び接続率の向
上は難しい状況にある。

使用料徴収事務を直営で行っ
ているが、収納率が年々低下し
ている。
また、施設の老朽化により、修
繕対象施設が増加傾向にある
ため、計画的に修繕を行う必要
がある。

下水道経営課
農業集落排水
事業室

施策 農村と森林の持つ多面的機能の活用

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額208百万円
（うち一般財源74百円）
【主なもの】
工事請負費 66百万円
委託料　　 　54百万円
光熱水費　　30百万円

208

歳出予算額115百万円
（うち一般財源44百円）
【主なもの】
委託料　　 46百万円
光熱水費　25百万円
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態に
なることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員10.20人
（正規9.60人、非常勤0.60
人）

78 1,106

下水道使用料収納率
（各年度末（5月）時点）

28年度　　　95.4％
27年度　　　95.1％
26年度　　　94.8％

⑧ その他

厳正な滞納整理のために、早
期に財産調査を行い、引き続
き、差押え等の強化に努め、
前年度を超える収納率を目指
す。

モ
ノ

－ －
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

1
下水道使用料賦課徴収事
務

下水道使用料を、適正に
賦課徴収することにより、
下水道事業の健全な経営
を目指す。

（提供内容）
・下水道使用料の算定・
調定に関する事務
・下水道使用料の賦課・
徴収事務
・下水道使用料の収納金
整理事務
・下水道使用料の滞納整
理事務
・千葉県水道局との上下
水道料金徴収一元化に関
する事務
（提供先）
公共下水道利用者

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要

下水道営業課

所管課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額　1,028百万円
【主なもの】
上下水道料金徴収事務委
託料　427百万円
上下水道料金システム開発
費等負担金　117百万円
千葉県水道局への徴収事
務委託　132百万円
（参考）
歳入予算額　15,625百万円
【下水道使用料】

1,028

歳出決算額　719百万円
【主なもの】
上下水道料金徴収事務委
託料　422百万円
（参考）
歳入決算額　14,386百万円
【下水道使用料】

⑤ 連携・協働

関東圏内政令指定都市の下水道使用料収納率
（Ｈ27年度末（5月）時点）
川崎市　　　 99.5%
横浜市　　　 99.3%
さいたま市　98.8%
相模原市    97.9%

早期の財産調査及び差押え等
の滞納整理の強化、口座振替
の推進等により、平成28年度の
収納率は、第2期財政健全化プ
ランの目標値95.0％を達成し
た。

平成30年１月より千葉県水道
局と上下水道料金徴収一元化

を実施。

下水道使用料収納率は年々向
上しているものの、平成27年度
末（5月時点）の収納率は政令
指定都市20市中最下位であり、
健全経営を行う上で、収納率の
向上が課題となっている。
なお、本市以外の政令指定都
市は上下水道料金の一括徴収
を実施しており、水道料金と一
括した請求をしていることが良
好な収納率を実現している理由
であると思われる。
本市でも、良好な収納率の実現
と住民サービスの向上のため、
平成30年1月に向けて千葉県水
道局との徴収一元化が確実に
実施できるよう取り組んでいく。
徴収一元化実施以降は他政令
指定都市に比し遜色ない収納
率を実現できると想定している。

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

課題抽出 今後の方向性現状分析


